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１ 基本的な考え方 
 
（１）「北海道・冬の安全プログラム」の策定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冬の北海道では、各家庭、オフィスにおける暖房や円滑な交通物流のためのロードヒーティン

グ、厳しい環境下における鉄道輸送など、電気を活用して暮らしの安全を確保しており、２４時

間を通して電力需要が高い中で、電力不足は、道民生活や交通、産業活動に関わる重大な影響が

懸念される。 

このため、道では、北海道地域電力需給連絡会（構成メンバーは資料１）に設けた「道路・交

通」「医療・福祉」「農林水産業」「製造業」「商業・観光」の５つの分野の検討部会（資料２

を参照）を通じて、節電に向けた課題や計画停電に関する懸念、想定される対応などについて検

討してきた。 

このたび、政府において、冬の北海道の厳しさに配慮し、計画停電を含む停電を回避するため

の多重的な対策が示されたところであり、道としては、こうした対策を、家庭や産業、交通・イ

ンフラなど、北海道が一丸となって取り組んでいけるよう、必要な取組について、「冬の安全プ

ログラム」としてとりまとめる。 

 

（２）今夏の節電の状況 

 

①今夏の取組状況 

道では、厳しい電力需給が見込まれた今夏において、国からの７％以上の節電要請を踏まえ、

北海道経済産業局との共催により、経済界・産業界等の関係団体を構成員とする北海道地域電

力需給連絡会を開催し、効果的な節電の推進に向けて取り組んできた。 

こうした中、道民や企業の皆様の取組により今夏の最大電力は、一昨年と比べ、気温の影響

を除き、平均で４３万 kW、8.9％の減少となったところであり、北海道電力による供給力の上

積みなどとあわせ、需給両面にわたる対策により、道民生活や産業活動に大きな影響をもたら

す計画停電を回避できた。 

    
［［［［国国国国のののの電力需給対策電力需給対策電力需給対策電力需給対策についてについてについてについて］］］］（H24.11.2 電力需給に関する検討会合/エネルギー・環境会議決定） 

 

■全国（沖縄電力管内を除く）共通の要請 

○発電所等の計画外停止が発生するリスクがあり、予断を許さない状況であることを踏まえ「数値目標を

伴わない節電」を要請 

○要請期間・時間 

平成２４年１２月３日（月）～平成２５年３月２９日（金）の平日 

（１２月３１日及び１月２日～４日を除く） 

８：００～２１：００ （北海道電力及び九州電力管内） 

９：００～２１：００ （その他の電力管内） 

■北海道電力管内 

○数値目標付きの節電要請   

（ⅰ）数値目標  大口需要家、小口需要家、家庭のそれぞれに対し、 

平成２２年度比▲７％以上の使用最大電力(kW)等の抑制を要請 

（ⅱ）要請期間・時間帯 

平成２４年１２月１０日（月）～平成２５年３月８日（金）の平日 

（１２月３１日及び１月２日～４日を除く） 

１２月１０日（月）～１２月２８日（金） １６：００ ～ ２１：００ 

１月 ７日（月）～ ３月 １日（金）  ８：００ ～ ２１：００ 

３月 ４日（月）～ ３月 ８日（金） １６：００ ～ ２１：００ 

（ⅲ）基準電力 平成２２年度（ⅱの節電期間）における使用最大電力の値(kW)等を基準の目安 

■計画停電回避緊急調整プログラム 

計画停電を含む停電を回避するため、数値目標付の節電要請に加え、「計画停電回避緊急調整プログラム」

を準備し、大規模な電源脱落等による需給ひっ迫時にこれを発動する。 

■緊急時ネガワット入札等の仕組みの整備 
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主な節電の取組としては、まず、企業等に関しては、９月２７日に開催した第３回北海道地

域電力需給連絡会での報告によると、 

 

・照明の間引きやこまめな消灯、点灯時間短縮、ＬＥＤへの切り替えなど照明に関すること 

・空調温度の適正化や不在エリアの停止、扇風機への切り替えなど空調に関すること  

・パソコン、コピー機等のこまめな電源オフや省電力モードの設定などＯＡ機器の効率化に

関すること 

・機械の清掃の徹底による電気使用効率の向上 

・作業機械等の稼働時間の変更(早朝・夜間、休日へのシフト) 

 

などがあげられており、電気料金の低減や社会的なイメージの向上といった効果もあったとの

声が寄せられた。 

また、家庭における節電に関しては、道が実施したアンケート調査
*
によると、９割が積極

的もしくはできる限りの節電を行ったとしており、主な取組としては、 

 

・照明などのスイッチをこまめに切った 

・冷蔵庫の詰め込みすぎに注意した 

・早寝早起きをこころがけなるべく電気の使用を抑えた 

 

など、身近なところから節電に取り組まれたことが窺われ、家族の節電・省エネ意識が芽生え

たことや電気料が下がったなどの効果を指摘する回答が寄せられている。 

 

（＊アンケート調査：Ｈ24.9.20～同 9.27 の間、道が発行するメールマガジンの読者のうちアンケート送付に

同意された方 9,761 人に対して行った調査。回答数９３４件。） 

 

②今夏の節電における影響等 

こうした節電の産業活動や暮らしへの影響については、企業等からは、様々な努力によって、

生産、販売等へのマイナス影響を最小限に留めたとの声がある一方、 

 

・節電設備や自家発電装置の導入などによるコストの増加 

・作業の夜間シフトによる人件費の増加や従業員の健康への懸念 

・温度設定や照明の暗さなどへの顧客からの不満 

 

などの面で事業活動への影響を指摘する意見が出ており、今後に向けて、自家発電導入など企

業等の取組への支援が求められるとともに、各企業等において、それぞれの事業の実情を踏ま

えたきめ細かな作業計画の検討や、従業員の健康への配慮、顧客に対する節電への理解等に向

けた丁寧な対応が必要となっている。 

 

また、家庭では、今夏は例年になく残暑が厳しかったことなどもあり、 

 

・暑い日が続いて体調管理が大変だった 

・電化製品の使用を控えたので不便を感じた 

・我慢することで精神的なストレスを感じた 

 

などの問題点を指摘する声があり、冬場に向けては、健康にも十分に留意しながら、日常生活

での様々な工夫を促せるよう節電に役立つ実践的な情報の提供などを強化していくことが重

要となっている。 
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（３）冬の電力需要の特徴と課題 

 

①冬季の電力需要の特徴 

本道においては、暖房や融雪等により冬季に電力需要のピークを迎え、一日を通じて高い需

要が継続するなど、冬場の節電は夏以上に厳しい面がある。 

特に、家庭用の電力が夏季より６０％程度増加し、使用量全体の約４５％を占める状況とな

っている。 

 

また、冬場の北海道では、暖房を欠くことは生命の危険にもつながりかねないほか、鉄道の

ポイント切換えの凍結防止ヒーターや、車道、歩道、駐車場などのロードヒーティングなど交

通や暮らしの安全を支える装置に多くの電力が使われている。 

 

②冬季の取組の課題 

 

ア）一日を通じて高い需要 

冬季は昼夜を通じて高い電力需要が続くことから、節電にあたっては、よりきめ細やかな対

応が求められる。 

特に、家庭においては、早朝、昼間、夕方、夜間など時間帯別の節電ポイントなど効果的な

情報の提供が重要である。 

また、企業等では、産業分野ごとの実情等を踏まえたきめ細かな節電対策が必要である。 

 

イ）暮らしと経済の安全確保 

今夏は、道民や企業の理解と協力のもと節電に取り組み、計画停電を回避できたところであ

るが、積雪寒冷な本道においては、冬場は夏と状況が異なり、厳しく捉えていく必要がある。

北海道地域電力需給連絡会では、「暖房・ロードヒーティングの停止は道民の安全や経済に大

きな支障がある」「停電になれば安定的な鉄道運行が困難となり全道に影響する」「病院だけ

でなく自宅療養の場合も停電は生命の危険にもつながる怖れ」などの意見が出されている。 

こうしたことを踏まえ、この冬に向けては、電力不足は生命・身体の安全に直結するとの危

機感をもって、オール北海道で、できる限りの節電に取り組み、計画停電を含む停電を回避し、

道民生活や産業活動の安全確保を図っていくことが必要である。 

 

（４） 今冬に向けた取組の基本方向 

 

 

①北海道電力による需給対策の徹底 

北海道電力に対し、周辺市町村の理解と協力のもと、供給力の上積みと発電・送電設備の保

守・保全の徹底などを要請する。 

 

②家庭をはじめとした各分野での節電の促進 

冬場の節電においては、使用電力量に大きなウェイトを占める家庭での節電の促進が重要で

ある。 

このため、夏の節電を通じて芽生えた省エネ意識をさらに高めるとともに、暖房や融雪とい

った電力抑制面での制約に対応していけるよう、時間帯別の節電ポイントや道民による節電事

例など実践的な節電メニューを、道、市町村や企業、教育機関、町内会など、様々なチャネル

を活用して、きめ細やかに道民に普及していく。 

また、「ほっかいどう・省エネ３Ｓ（スリーエス）キャンペーン-冬の陣-」を北海道地域

電力需給連絡会と連携して展開しているところであり、企業、関係団体等の協力のもと、家庭

における節電を奨励する取組を進める。 

加えて、北海道地域電力需給連絡会の関係機関・団体と連携し、家庭や医療・福祉、教育な

どの生活系、農林水産業や製造業、商業、観光などの産業系、道路や交通機関などの交通・イ

ンフラ系といった分野ごとに、それぞれの実情に応じた出来る限りの節電を働きかけていく。 

◇◇◇◇オールオールオールオール北海道北海道北海道北海道によるによるによるによる取組取組取組取組でででで、、、、計画停電計画停電計画停電計画停電をををを含含含含むむむむ停電停電停電停電をををを回避回避回避回避しししし、、、、道民生活道民生活道民生活道民生活とととと産業活動産業活動産業活動産業活動のののの安全安全安全安全をををを確保確保確保確保    
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③緊急時に備えた対応 

こうした対策を徹底した上で、なお、電力需給がひっ迫する事態（需給ひっ迫警報の発令）

に備えて、「計画停電回避緊急調整プログラム」の準備や、全庁あげた対応に向けた体制の整

備を行う。 

 

２ 北海道電力による需給対策の徹底 

 

北海道電力では、緊急設置電源の追加導入や自家発余剰電力の拡大や火力発電設備の増出力

運転により供給力の増強を図ってきているところであるが、引き続き、地域のご理解のもと、

さらなる上積みに努めるとともに、発電設備や北本連系設備を含む送電設備の保守・保全を徹

底的に行い、需給ひっ迫に至るリスクを低減するよう求めていく。 

加えて、高圧受電、特別高圧受電の顧客を対象として、予め計画的に電気の使用を抑制する

計画調整契約や、需給がひっ迫した場合に電気の使用を控える随時調整契約、さらには、５０

０ｋＷ未満の高圧受電の顧客を対象とした冬季需給調整実量特約の締結促進、アグリケータ（中

小ビル・工場等の省エネを管理・支援する事業者）を活用した電力需要の削減などの対策につ

いて、引き続きその拡大に取り組むよう求めていく。 
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「北海道・冬の安全プログラム」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冬場の高い 

電力需要 

電力不足による 

「道民生活」や「交通」、「産業活動」への懸念への対応 

５つの分野における「検討部会」 

「「「「節電方策節電方策節電方策節電方策」」」」＋「「「「計画停電計画停電計画停電計画停電にににに関関関関するするするする懸念懸念懸念懸念やややや対応対応対応対応」」」」を整理 

北海道地域電力需給連絡会北海道地域電力需給連絡会北海道地域電力需給連絡会北海道地域電力需給連絡会    

「「「「北海道北海道北海道北海道・・・・冬冬冬冬のののの安全安全安全安全プログラムプログラムプログラムプログラム」」」」    

家庭家庭家庭家庭    事業所事業所事業所事業所    

■不要な照明の消灯 
■家電製品の使い方の工夫 
■ライフスタイルの転換 

・暖かい服装 
・体が温まる飲料や食事 
・湯たんぽの活用 
・家族団欒 
・ウォームシェア 
・早めの就寝 

■事務室、工場、倉庫などにおける 
使用していない電気設備の電源オフ 

■機器類メンテナンスによる運転効率 
の向上 

■それぞれの実情に応じた節電の取組 
■節電グッズの販売、イベントなどを通 

じた家庭人への節電の呼びかけ 
■社員や従業員に対する啓発 など 

①①①①医療医療医療医療・・・・福祉福祉福祉福祉    

②②②②道路道路道路道路・・・・交通交通交通交通    

③③③③農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業    

④④④④製造業製造業製造業製造業    

⑤⑤⑤⑤商業商業商業商業・・・・観光観光観光観光    

各分野各分野各分野各分野におけるにおけるにおけるにおける節電節電節電節電のののの促進促進促進促進    

オールオールオールオール北海道北海道北海道北海道によるによるによるによる取組取組取組取組でででで、、、、計画停電計画停電計画停電計画停電をををを含含含含むむむむ停電停電停電停電をををを回避回避回避回避しししし、、、、道民生活道民生活道民生活道民生活とととと産業活動産業活動産業活動産業活動のののの安全安全安全安全をををを確保確保確保確保    

統一取り組みロゴ 

 

■「計画停電回避緊急調整プログラム」の準備  ■需給ひっ迫時の対応 

■突発的な停電に備えた体制整備 

 

■供給力の増強と発電・送電設備の保守・保全の徹底  ■計画調整契約、随時調整契約等 

北海道電力北海道電力北海道電力北海道電力によるによるによるによる需給対策需給対策需給対策需給対策のののの徹底徹底徹底徹底    

緊急時緊急時緊急時緊急時にににに備備備備えたえたえたえた対応対応対応対応    
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３ 各分野における節電の促進 

 

オール北海道で今冬の厳しい電力需給を乗り切るため、日頃からの省エネ・節電の取組を前

提としながら、国の節電要請に基づき、家庭をはじめとした各分野において、節電の徹底を促

進していく。 

    

（（（（１１１１））））生活系生活系生活系生活系    

（１）－１ 家庭 

①家庭における節電方策について 

 

不要な照明の消灯、省エネ家電への買い替え、家電製品の使用方法の見直しなど、各家庭の

実情に応じた節電が促進されるよう、様々なチャネルを活用した、きめ細やかな呼びかけを行

う。 

（家庭における取組例） 

■照明 不要な照明の消灯徹底 

■家電製品 より省エネ効果の高い製品への買い換え、家電製品の使い方等の工夫 

・テレビ～視聴時間短縮、照度調節、電源を切る 

・冷蔵庫～設置場所の見直し（壁や暖房機器との距離）、扉の開閉回数削減、扉の開放

時間の短縮、ものを詰め込みすぎない、設定温度調節 

     ・洗濯機～洗濯回数の削減（まとめて洗う） 

     ・電気炊飯器～保温をしない（残った分は冷凍庫で保管） 

     ・掃除機～使用回数・時間の削減、弱での使用、集塵パックの取り替え 

     ・パソコン～使用時間の短縮、照度の調節、電源を切る 

     ・ドライヤー～使用時間の短縮（よくタオルドライしてから） 

     ・アイロン～使用時間短縮（つけっぱなしにしない） 

     ・電気便座～フタを閉める、設定温度調節 

■生活の知恵、ライフスタイルの転換 

暖かい服装、体が温まる飲料や食事（鍋物、生姜など）、湯たんぽの活用、家族団欒（ひ

と部屋に集まって過ごす）、ウォームシェア（店舗や公共施設など１か所に集まって過ご

す）、早く就寝する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【冬の時間帯別節電のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 
※このイメージは、道がホームページ上に設置した募集サイトに実際に投稿があった内容などを 

もとに作成しました。 

 

 

 

 

 

 

○早 朝 ご飯は１日分をまとめて炊く。 

○午前中 洗濯は２日に１回のまとめ洗い。時計代わりのテレビはスイッチオフ。 

昼食の調理は極力ガスで。 

○午 後 家事が一段落したら、図書館へ出かけ、家庭の電気を節約。 

     家に帰ってからはストレッチ運動で体の芯からぽっかぽか。 

○夜 間 夕食は体が温まる鍋物を。入浴は時間を空けずに順番に。 

○就 寝 早めの就寝。寝室は暖色系のカラーコーディネートで体感温度を上昇。 

●節電アイデア募集サイト 

「北海道 節電みんなの知恵ぶくろ」 

節電みんなの知恵ぶくろ 検索 

http://setsuden-hokkaido.jp/idea.html 
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②家庭における節電の取組の促進にあたって 

 

ア 道の啓発活動 

 

（ⅰ）ポスター、リーフレットの作成・配布 

道が作成するポスターについては、夏と同様に道内のスーパーや金融機関への掲出を依

頼するとともに、道有施設や市町村の庁舎等などに掲出する。 

また、広報誌ほっかいどうにおいて節電の特集を掲載するほか、道民から寄せられた節

電のアイデアをモチーフとした「冬の時間帯別節電イメージ（仮称）」リーフレットを作

成し、札幌駅前通地下歩行空間や各家庭への直接配布などにより、家庭における節電の取

組を呼びかける。 
 

（ⅱ）各種広報媒体を活用した呼びかけ 

道政広報テレビ番組や広報誌、民放テレビ番組の広告スペースを活用した節電の呼びか

けを行う。 

 

（ⅲ）「ほっかいどう・省エネ３Ｓ（スリーエス）キャンペーン －冬の陣－」の展開 

道民の省エネ行動を促すための取組として、「ほっかいどう・省エネ３Ｓ（スリーエス）

キャンペーン－冬の陣－」を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈「省エネアクションチャレンジ」の実施〉 

キャンペーンの一環として、道内在住で、家庭の電気またはガスの使用量を前年同月

より削減された方にプレゼントを付与する取組を実施する。 

 

 

 

 

○『Save（節約）』、『Select（選択）』、『Shift（転換）』の 3 つの『Ｓ』の視点によ

り、ライフスタイルやビジネススタイルを低炭素型のものに見直すというコンセプトで、

道民の省エネ行動を促すためのキャンペーン。 

    ・ホームページ  http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/tot/3s_campaign.htm 



- 8 - 

 

〈家庭における電力の「見える化」の促進〉 

道内の自治体等と連携し、省エネや環境配慮活動を実施するモニター世帯を募集し、家

庭における電力使用量の「見える化」が可能な電力測定器を貸し出し、ライフスタイルの

見直しや新たな環境配慮活動の実践を促す。 

 

 

イ 「北海道地域電力需給連絡会」としての家庭の節電を応援する取組 

 

政府の「節電アクション」の統一ロゴの活用や、道が実施する「ほっかいどう・省エネ

３Ｓキャンペーン－冬の陣－『省エネアクションチャレンジ』」に協力する形で北海道電

力需給連絡会として「節電特別賞」を設け、家庭の節電の取組を奨励する。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 様々なチャネルを活用した節電の呼びかけ 

 

（ⅰ）道民だれしも家に帰れば家庭人 

北海道地域電力需給連絡会の構成メンバーが実施する社員や従業員、職員への啓発運動

や節電グッズの販売強化、節電に対する商品券やポイント付与、まち中拠点やコミュニテ

ィ施設、各店舗などで楽しみながら時間を過ごせるイベントの実施などを通じた、様々な

工夫による家庭人への節電の呼びかけを実施する。 

 

（ⅱ）町内会、教育関係機関との連携 

道としても、（一社）北海道町内会連合会が発行する広報誌と連携し節電を呼びかける

コーナーを設けることにより、地域コミュニティを通じた家庭への節電の呼びかけを行う

とともに、道内公立学校の全児童生徒の保護者を対象として発行する広報誌「教育ほっか

いどう家庭版ほっとネット」を活用し、子育て世代の家庭に対する節電の呼びかけを行う。 

 

（１）－２ 医療・福祉分野 

 

節電方策 

医療機関や社会福祉施設については、事務・管理部門等において、外来診療、入院・入所者

の医療・療養上の機能維持に支障のない範囲での節電の取組、また、高齢者や障がいのある方

々、在宅医療を受けている方々などについては、それぞれの事情のもと、無理のない範囲での

節電の取組を呼びかける。 

 

（１）－３ 教育分野 

 

節電方策 

道教委本庁、各教育局、道立学校等において節電対策に取り組むとともに、各市町村教育委

員会及び私立学校設置者に適切な取組を働きかける。 

なお、取組にあたっては、校長会等、教育関係団体との連携を図る。 

 

「節電アクション」のロゴ 

政府の節電のホームページ「節電go.jp」 http://setsuden.go.jp/ 
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（取組例） 

・教育活動に支障のない範囲での消灯を徹底 

・未使用機器の電源オフの徹底 

・職員会議やホームルームで節電への取組を周知 

・厨房機器（冷蔵庫・冷凍庫）の節電 

 

（１）－４ 警察分野 

 

節電方策 

北海道警察本部の本部庁舎や各警察署庁舎において節電対策に取組む。 

 

（取組例） 

・昼休み、勤務員のいないエリア等の消灯、廊下においては歩行等に支障のない範囲で間引

き消灯を徹底 

・室温を２０℃に設定、空調運転出力の抑制 

・エレベーターの時間帯による間引き運行 

・給湯設備の制御 

・エアタオルの停止 

・敷地内は人による除雪を励行し、ロードヒィーティングによる融雪を制限 

・暖房用温水ポンプの稼働台数を制限 

・パソコン、コピー機等ＯＡ機器の適切な節電管理 

・冷蔵庫の温度設定見直し、電気ポット等の最低限の使用、退庁時プラグを抜くなど徹底 

・職員に対し、家庭など職場外における節電を励行するよう指示 

 

（（（（２２２２））））産業系産業系産業系産業系    

（２）－１ 農業分野 

 

（２）－１－１ 酪農・畜産 

 

節電方策 

営農技術対策等により生産農家へ節電の取組の呼びかけを行う。 

なお、呼びかけにあたっては、ＪＡ北海道中央会等と連携を図っていく。 

 

（取組例） 

・稼働させる機器の時間帯を分散させ電力使用を抑制 

・電気を使用する農業用機器を定期的に清掃し、運転効率を高める 

・換気施設等は、可能であればインバーター制御や送風効率の高いものに変更 

・施設内の照明機器は、可能であればＬＥＤ式や高効率蛍光灯などの省エネタイプに交換 

など 

 

（２）－１－２ 園芸、集出荷施設 

 

節電方策 

営農技術対策等により生産農家へ節電の取組の呼びかけを行う。 
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なお、呼びかけにあたっては、ＪＡ北海道中央会と連携を図っていく。 

 

（取組例） 

・長時間使用しない農業機器等の電源オフ 

・電気を使用する農業用機器を定期的に清掃し、運転効率を高める 

・換気施設等は、可能であればインバーター制御や、送風効率の高いものに変更 

・施設内の照明器具を、可能であればＬＥＤ式や高効率蛍光灯などの省エネタイプに交換 

 など 

 

（２）－１－３ 農地防災ダム 

 

節電方策 

農地防災ダムの施設内、施設外を含め必要最小限の点灯など、ダムの水象等の監視業務とは

直接関係しない電気使用量を必要最小限とし節電に努める。 

また、同様の取組について、市町村に対しても呼びかけを実施する。 

 

（２）－１－４ 農業集落排水施設 

 

節電方策 

農業集落排水施設管理者に、汚水処理施設内外の照明について必要最小限の点灯や換気装置

の間欠運転など汚水処理に影響のない範囲での節電の取組を呼びかける。 

 

（２）－２ 林業・木材産業分野 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、木材加工業者等に道産木材・木製品等の安定供給に影響が生じな

い範囲での節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・事務室、工場、倉庫などにおける使用していない電気設備の電源オフの徹底 

・事務室の空調設備、照明、ＯＡ機器における省電力モードの設定 

・事務室、工場、倉庫などの照明器具のＬＥＤ化や高効率蛍光灯への交換 

・電気機器類の定期的なメンテナンスの実施による運転効率の向上 

・木材加工施設の生産ラインについては、稼働ロスを少なくし、より効率的に製品の生産

が出来るよう生産ラインの点検を行う など 

 

（２）－３ 水産分野 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、漁業協同組合や水産加工業者等に道産水産物・水産加工品などの

食品の品質維持、安全・安心の確保に影響が生じない範囲での節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・事務室、工場、倉庫などにおける使用していない電気設備の電源オフの徹底 

・事務室の空調設備、照明、ＯＡ機器における省電力モードの設定 
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・事務室、工場、倉庫などの照明器具のＬＥＤ化や高効率蛍光灯への交換 

・電気機器類の定期的なメンテナンスの実施による運転効率の向上  

・冷凍庫内の在庫管理をしっかりと行うとともに、温度設定に当たっては、外気温等も考

慮しながら、過度な低温とならないよう温度管理を行う など 

 

（２）－４ 製造業分野 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、企業等に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・エネルギー監視システム等の導入 

・コンプレッサー圧力の見直し 

・高効率冷凍機・コンプレッサー等の導入 

・使用していないエリアの消灯、蛍光灯の間引き 

・従来型蛍光灯を高効率蛍光灯やＬＥＤ照明に交換 

・不要または待機状態にある電機設備の電源オフ（帰宅時に完全停止） 

・冷蔵庫・エアコン等の設定温度の調整 

・天井・壁・窓等の断熱対策  など 

 

（２）－５ 商業分野 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、事業者に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・不要な電気のこまめな消灯 

・ＯＡ機器の待機電力の削減 

・店内基本照明、演出照明等の間引き 

・事務室等の空調設定温度見直しや照明の削減 

・ＬＥＤ照明など省エネ機械器具への交換 

・冷凍、冷蔵ショーケースの一部消灯 

・エスカレータ、エレベーターの一部運行停止 

・冷蔵庫の開け閉め回数の抑制、冷凍・冷蔵設備の清掃 など 

 

（２）－６ 観光分野 

 

（２）－６－１ 宿泊業 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、関連事業者に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・照明のＬＥＤ化 

・客室以外の減灯 
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・エレベーター運転台数の削減 など 

 

（２）－６－２ スキー場 

 

節電方策 

振興局や関係団体等を通じ、関連事業者に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・休憩所など周辺施設の節電 

・予備電源等の活用 

・スキー客等の状況に応じたナイター営業の時間、リフト運転本数の見直し など 

 

（２）－６－３ 観光イベント 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、関連事業者に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・照明のＬＥＤ化 

・予備電源による開催 

・イベント内容、規模等に応じて可能な限りの節電 など 

 

（２）－７ 金融サービス分野 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、金融機関に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・執務室照明の減灯 

・ロビー照明の１５時以降消灯 

・離席時のパソコンオフ 

・ウォームビズと室温設定の調節 など 

    

（（（（３３３３））））交通交通交通交通・インフラ・インフラ・インフラ・インフラ系系系系    

（３）－１ 道路 

 

（３）－１－１ 道路照明 

 

節電方策 

各道路管理者において夏期にも実施した部分消灯などを継続して実施するとともに、休憩施

設などの暖房や照明などについても利便性に配慮しながら可能な範囲で対応する。 
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（３）－１－２ ロードヒーティング 

 

節電方策 

これまで勾配の緩やかな箇所などの休止を進めてきており、さらなる休止については、各道

路管理者において道路交通の安全の確保を第一に考えながら可能な範囲で対応する。 

 

（３）－２ 消防 

 

節電方策 

各消防本部に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・執務室照明の減灯 

・パソコンの省電力機能の活用 

・ＯＡ機器等の待機電力の削減等 

・その他電気製品（家電製品）の使用抑制  など 

 

（３）－３ 地域交通 

 

（３）－３－１ バス 

 

節電方策 

振興局や関係団体を通じ、関連事業者に節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・営業所、作業スペース等での照明の減灯 

・照明器具のＬＥＤ化 

・事務所休憩時間の消灯 

・ノー残業デーの実施 

・ウォームビズの実施 など 

 

（３）－３－２ 鉄道 

 

節電方策 

事業者等に、鉄道運行の維持に支障が生じない範囲での節電の取組を呼びかける。 

 

（取組例） 

・コンコース等照明の減灯 

・電車内の照明の減灯 

・オフィスや事業所等での照明の減灯 など 
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（３）－４ 空港・海上輸送 

 

節電方策 

各施設管理者に、旅客輸送に支障のない範囲での庁舎等の照明の間引き、電気機器等の節電

などの取組を呼びかける。 

 

（３）－５ 河川 

 

節電方策 

河川管理施設は通常無人であることを考慮し、機器の動作に影響を及ぼさない範囲で暖房温

度の低減を図るなど、管理施設の節電に努める。 

 

（３）－６ 港湾 

 

節電方策 

各管理者に、管理庁舎等の照明の間引き、電気機器等の節電、機器類の効率的な利用、施設

の照明の一部消灯、融雪剤の散布等などの取組を呼びかける。 

 

（３）－７ 上水道 

 

節電方策 

水道事業者に、水道水の供給に影響のない範囲での設備や空調等の運転調整などの取組を呼びか

ける。 

 

（３）－８ 下水道 

 

節電方策 

下水道管理者に、下水処理に影響のない範囲での施設内外の照明の減灯など施設の節電の取

組を呼びかける。 

 

（３）－９ 道営住宅 

 

節電方策 

各種広報媒体を活用し入居者への節電を呼びかける。 

 

（３）－１０ 道立公園等 
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節電方策 

各施設の指定管理者に、執務室の節電及び施設利用者への節電啓発について呼びかける。 

 

（３）－１１ 通信 

 

節電方策 

事業者に、通信サービスに支障のない範囲での空調機の温度調節や電気機器等の節電などの

取組を呼びかける。 

 

（３）－１２ 廃棄物処理 

 

節電方策 

一般廃棄物処理施設設置者に、廃棄物処理に支障がない範囲での不要な照明の消灯、機器・

設備の停止などの取組を呼びかける。 

 

（３）－１３ 各種行政サービス 

 

節電方策 

不要箇所の照明の減灯、パソコン等ＯＡ機器の省電力機能の活用、エレベーター稼働台数の

削減等夏場において効果があったと考えられる取組について冬期において再度周知徹底を図り

節電に取り組む。 

 

（３）－１４ 災害・危機対応 

 

節電方策 

本庁舎等の災害拠点施設において災害対応に支障が生じない範囲で次の節電の取組を実施す

る。 

 

（取組例） 

・執務室照明の減灯 

・パソコンの省電力機能の活用 

・ＯＡ機器等の待機電力の削減等 

・その他電気製品（家電製品）の使用抑制 

 

４ 道の節電「集中対策」 

 

○冬の節電「集中対策」の実施 

道も電力使用者のひとりとして、一昨年に比べ最大電力で７パーセント以上の節電を目標に取

り組む。 

そのため、夏の取組を踏まえて、執務室内や廊下の消灯、ＯＡ機器の省電力機能の活用、自動



- 16 - 

 

販売機の節電など、夏に効果のあった取組で冬も引き続き実施が可能なものの徹底を図るととも

に、日没の早まりや暖房など、冬特有の状況に対応するため、ウォームビズはもとより、夕方以

降の不必要な照明の消灯徹底、エレベーターや空調設備の運用方法の工夫などに関し、職場環境

や職員、来庁者の負担に配慮しながら、部門ごとに計画を策定し、全庁あげて取り組む。 

 

【夏の取組のうち主なもの(効果があったと考えられる取組)】 

区  分 取組内容 

照 明 関 係 

 

 【執務室内】設置本数の1/4～1/2程度の消灯（執務室環境によっては半分以上を消灯） 

 【廊  下】歩行に支障のない範囲で減灯 

Ｏ Ａ 機 器 関 係  プリンタ等の集約、ＰＣ等省電力機能の活用、待機電力の削減 

空 調 関 係  ピーク予想時間帯を避けた運転、複数ある空調設備の稼働調整 

自 動 販 売 機  冷却運転時間の調整、ディスプレイ照明の消灯 

そ の 他 

 

 

 

 ・デマンド監視装置を活用した電力消費の制御 

 ・自動ドアの開放固定 ・エレベータ一部休止 ・防犯に支障のない範囲で外灯消灯 

 ・システム端末機の使用台数の抑制  ・職場で電気ポットを使用しない日の設定 

 ・長期休業期間中の給湯ボイラー停止、電気製品の主電源のＯＦＦ など 

 

５ 緊急時に備えた対応 

 

（１）計画停電回避緊急調整プログラムの要請に向けた取組 

冬の北海道において、計画停電を含む停電は、道民の生命・安全に直結する。また、その可

能性自体が、主力産業である観光業や今後の企業誘致に悪影響を及ぼす可能性がある。このた

め、今冬の需給対策では、計画停電を含む停電を回避するため、「計画停電回避緊急調整プロ

グラム」を準備し、大規模な電源脱落等による需給ひっ迫時にこれを発動することとしている。 

道では、国、北海道電力とともに、北海道地域電力需給連絡会と連携のもと、北海道電力管

内の大口需要家に対し、計画停電回避緊急調整プログラムの締結を要請する。 

また、過去最大級を上回る電源脱落の発生に備えた緊急時ネガワット入札等の仕組みの早急

な整備を北海道電力に求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキームスキームスキームスキーム    

国・道・北電から協力の要請 

賛同企業と北電との契約 

電力需給ひっ迫 

（予備率１％以下を想定） 

（稀頻度の緊急時） 

北電が企業に需要削減要請 

※別途、家庭等へ不要不急の電気の使用自粛を呼びかけ 

企業が需要削減 

料金割引 

計画停電回避緊急調整計画停電回避緊急調整計画停電回避緊急調整計画停電回避緊急調整

プログラムプログラムプログラムプログラムのののの内容内容内容内容    

１ 概要 

大規模電源脱落などによる稀頻度の緊

急時において、人命に関わる計画停電を

回避するために、北電からの要請に基づ

き、生産・経済活動の一時停止や臨時休

業等による需要の大幅削減を求めるも

の。 

２ 対象 

大口需要家 

（産業、業務用で契約電力 500kW 以上） 

３ 期間 

12/10（月）～ 3/22（金）（全日） 

４ 目標値 

実効ベースで３３万ｋＷ以上の需要削

減量を確保 
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（２）需給ひっ迫時の対応 

   電力需給がひっ迫する可能性がある場合（翌日の供給予備率が３％以下と見込まれる場合）、

国から発せられる「電力需給ひっ迫警報」を踏まえて、道として、一段の節電対応を実施すると

ともに、市町村等への通知などを行う。 

 

   ○市町村等への周知・連絡及び住民等への更なる節電対応 

    以下のとおり周知を図るとともに、さらに一段の節電の取組を要請する。 

      ・行政防災無線ＦＡＸ等により、市町村に速やかに情報発信。 

      ・地域の住民や団体などに、市町村の協力を得て、更なる節電を呼びかける。 

      ・節電・停電対策本部を通じ、速やかに各部へ伝達。 

      ・各部において、予めリスト化した関係機関・団体へ周知。 

      ・北海道経済産業局と連携し、ホームページなどを通じて広く情報提供。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総合）振興局 

 

   

「電力需給ひっ迫」の発生事案 

対応フローチャート 

資源エネルギー庁 
電力基盤整備課 

北海道経済産業局 
電力事業課 

報道機関（２２社） 
経済団体等 

供給予備率が３％以下と見込まれる場合 

【電力需給逼迫警報発令】 

連絡 

 

総務部危機対策課 

   
最大電力、供給力 

供給予備率 
逼迫の主な理由 

各市町村 

関係団体 

 
最大電力、供給力 

供給予備率 
逼迫の主な理由 

経済部長 

副知事 

知 事 

連絡 

連絡 

連絡 

報告 

最大電力、供給力 
供給予備率 

逼迫の主な理由 

報告・指示 

報告・指示 

報告・指示 

・総務部 

・総合政策部 

・環境生活部 

・保健福祉部 

・農政部 

・水産林務部 

・建設部 

・出納局 

・東京事務所 

・企業局 

・議会事務局 

・監査委員事務局 

・人事委員会事務局 

・労働委員会事務局 

・教育庁 

・道警本部 

連絡 

関係団体 

連絡 

地域 

政策

課 

商工労

働観光

課 

iFAX 

※需給ひっ迫状況の解除の際は、上

記手順に準じて解除の発信を行う。 

北海道経済部産業振興局環境・エネルギー室 
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（３）突発的な停電に備えた非常時体制の整備 

※ 突発的な停電：電力供給減による停電事態 

 

○危機管理（個別）マニュアル「大規模停電事態」 を基本とした対応 

「計画停電回避緊急調整プログラム」が発動され、 発的な大規模停電の発生など不測の事

態が予想される場合は、「大規模停電事態」マニュアルを基本として なく庁内体制を構

するとともに、関係機関と連携し必要な応急対策を実施する。 

    

※危機管理（個別）マニュアル「大規模停電事態」 

道における危機管理の基本となる「北海道危機管理マニュアル」(平成 15 年３月策定、平成 23 年１月

二次改訂)の各部局が作成する危機管理(個別)マニュアルの一つとして、平成 24 年 9 月に大規模停電事態

に対する汎用的なマニュアルとして作成したもの 

 

 

【道の体制】 

※ ・配備体制、対策組織は、北海道地域防災計画(第３章防災組織)に準じた防災組織、配備体制とする。 

・各配備期間中は「節電・停電対策本部」と情報共有・連携する。 

 

第１段階 情報連絡体制 ～ 第１非常配備 

 [配備時期] 

・「計画停電回避緊急調整プログラム」の発動されたとき。 

           

第２段階  「大規模停電災害対策連絡本部」設置 ～ 第２非常配備 

［設置基準］ 

・大規模停電の発生が予想されるとき。 

 

第３段階  「大規模停電災害対策本部」設置 ～ 第３非常配備 

 ［設置基準］ 

・大規模停電により、人命の救助・救出案件が発生し、交通、通信網などへの影響が拡大し長期化が予想される 

とき。 

 

 

【応急対策の実施】 

・的確な情報収集と防災関係機関への通報 

・防災関係機関への協力要請 

・自衛隊の災害派遣要請 (必要に応じて) 

・民間防災協定締結機関への協力要請 
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□道の対応フロー 
 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

北 海 道 電 力 

事  電力需給電力需給電力需給電力需給ひっひっひっひっ迫迫迫迫時時時時    

北 海 道 

市町村・消防 

大規模停電発生 

振興局(地域政策課) 

経済部経済部経済部経済部((((環境環境環境環境・ｲﾆﾗｵﾜｮ・ｲﾆﾗｵﾜｮ・ｲﾆﾗｵﾜｮ・ｲﾆﾗｵﾜｮ室室室室) 
務部危機対策課 

防災関係機関 

(警察等) 

北海道地域防災計画

による対応 

関係機関

と連携 

復復復復                        旧旧旧旧    

北海道北海道北海道北海道のののの体制体制体制体制 

段  

 情報連絡体制 

「大規模停電災害対策連絡本部」設置 

「大規模停電災害対策本部」設置 

【対策の例】 

・ 害情報等の 集・とりまとめ 

・関係機関との連絡調整 

・応急対策の検討実施 

(自 災害泲 要請など) 

・広報の実施(プレスリリース、H ) 

 

マニュアル適用の 断基準 

・「計画停電回避緊急調整プログラム」の発動 

知 

報告 確  

報告 

報道機関 

停 電 発 生 

北海道経済産業局北海道経済産業局北海道経済産業局北海道経済産業局 

 

 

 

 

緊

急

的

な

需

要

抑

制

策

の

実

施 

 

 

 

    

電力需給 

ひっ迫    

マニュアルの範囲 

北海道電力北海道電力北海道電力北海道電力    

北海道北海道北海道北海道    

需給需給需給需給ひっひっひっひっ迫事態解消迫事態解消迫事態解消迫事態解消    

資源資源資源資源エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー庁庁庁庁 

北電 

市町村 

消防 

警察 

自  

など 

支店・支社・営業所 本 店 

連絡 

 

大規模 

停電 

発生 

報告 報告 確  

北海道節電北海道節電北海道節電北海道節電・・・・停電対策本部停電対策本部停電対策本部停電対策本部    

（（（（本部員会議本部員会議本部員会議本部員会議・・・・幹事会幹事会幹事会幹事会））））    

・・・・「「「「北海道北海道北海道北海道・・・・冬冬冬冬のののの安全安全安全安全プログラムプログラムプログラムプログラム」」」」

のののの推進推進推進推進にににに向向向向けたけたけたけた関係機関関係機関関係機関関係機関・・・・団体等団体等団体等団体等とととと

のののの連絡調整連絡調整連絡調整連絡調整    

自 災害(地 ・台風など) 

突発的な停電に備えた非常時体制の対応フローチャート 















- 26 - 

 

資料３ 

今冬の電力需給対策について（案） 

平成２４年１１月２日 

電力需給に関する検討会合 

エネルギー・環境会議 

１．今冬の需給見通し 

今冬の需給見通しについて、「電力需給に関する検討会合」及び「エネルギー・環境会議」の下に

設置した「需給検証委員会」において、平成24年10月12日から10月30日までの合計4回にわたり、第

三者の専門家等による検証を行った。 

 

その結果、今冬の電力需給の見通しは、厳冬となることを想定した上で、いずれの電力管内でも瞬

間的な需要変動に対応するために必要とされる予備率３%以上を確保できる見通しであるが、火力発

電所等の計画外停止が発生するリスクがあり、予断を許さない状況であることに留意すべきとされた。 

 

特に北海道電力管内については、他社からの電力融通に制約があること、寒冷地であり電力不足が

国民生活等に甚大な影響を及ぼす可能性があること等の特殊性を踏まえ、北本連系設備や主力発電設

備等の脱落リスク対策に万全を期した上で、それでもなお発電所等のトラブル停止が万一発生した場

合のリスクにも対応できるよう、適切な節電目標を設定するとともに、地元自治体や経済界等の協力

を得つつ、更なる需給両面の対策を促していくべきであるとされた。 

 

２．今冬の需給対策の基本的考え方 

（１）供給面での対応 

①需給検証委員会における検証を踏まえ、現時点で確実と見られる供給力を基本とし、今後確

実に見込めるようになった供給力については、その時点で上方修正する。 

 

②各電力管内において、発電設備の脱落等が発生しても即座にこれに対応できるよう全国レベ

ルでの電力融通等の協力体制の維持・拡大に引き続き取り組む。 

 

③火力発電所等の計画外停止のリスクを最小化するため、設備の保守・保全の強化を図る。 

 

（２）需要面での対応 

①今冬の需給見通しは、需給検証委員会において検証された定着節電分の需要減少を見込んで

おり、需要家による節電行動がこの水準で実施されることを想定している。そのため、需要

家に対して、節電の確実な実施を要請する。 

 

②節電の要請に当たっては、需要家間の公平性確保を踏まえ、今夏と同様に、平成22年度の使

用電力需要の実績（節電要請を含まない需要実績）を基準として要請する。 

 

③要請に当たっては、被災地や高齢者等の弱者に対して、無理な節電を要請することのないよ

う、配慮を行う。 

 

④需要面での対策に当たっては、地方自治体等の協力を得て、創意工夫によるきめ細かい対応

を行うことにより、国民生活や経済活動への影響を最小化することを目指す。 

 

（３）冬季の北海道の特殊性を踏まえた対応 

①需給検証委員会において、冬季の北海道においては、最大機の脱落や発電所等の過去の計画

外停止の状況を考慮したリスクへの対応が必要であると指摘された。また、厳寒となる冬季
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の北海道において、計画停電を含む停電が発生することは、北海道民の生命、安全に直結す

ることは勿論、実施する可能性があること自体も、北海道の観光業等の経済活動に悪影響を

与え得る。 

 

②したがって、過去最大級（過去15年間で最大の電源脱落は137万kW）又はそれを上回る電源

脱落が発生する場合にも、計画停電を含む停電を回避するため、多重的な対策を講じ、需給

対策に万全を尽くす。 

 

３．今冬の需給対策 

２．の基本的考え方を踏まえ、今冬の需給対策を行う。 

 

（１）全国（沖縄電力管内を除く）共通の要請 

①今冬の電力需給の見通しは、厳冬となることを想定した上で、いずれも瞬間的な需要変動に

対応するために必要とされる予備率3%以上を確保できる見通しであるが、発電所等の計画外

停止が発生するリスクがあり、予断を許さない状況であることを踏まえ、「数値目標を伴わ

ない節電」を要請する。但し、被災地や高齢者等の弱者に対して、無理な節電を要請するこ

とがないよう、配慮を行う。 

※今冬の各電力会社管内における定着節電は、平成22 年度比で以下の数値を見込んでいる。これらは２．

（２）①に関して一つの目安となる。 

北海道電力管内 ▲3.3％ 東北電力管内 ▲2.2％ 東京電力管内 ▲5.0％ 

中部電力管内 ▲2.8％ 関西電力管内 ▲5.6％ 北陸電力管内 ▲3.4％ 

中国電力管内 ▲1.5％ 四国電力管内 ▲5.2％ 九州電力管内 ▲4.5％ 

 

②節電要請期間・時間 

平成24年12月3日（月）～ 平成25年3月29日（金）の平日 

(12月31日及び1月2日～4日を除く） 

9:00～21:00（北海道電力及び九州電力管内については 8:00～21:00） 

 

（２）北海道電力管内 

冬季の北海道の特殊性を踏まえ、計画停電を含む停電を回避するため、（１）に加え、以下の

多重的な対策を行う。 

 

①数値目標付の節電要請 

ⅰ 数値目標（平成22年度比▲7％以上の節電） 

大口需要家、小口需要家、家庭のそれぞれに対し、平成22年度比▲7%以上の使用最大電力

（kW）等の抑制を要請する。 

 

ⅱ 節電要請期間・時間帯 

平成24年12月10日（月）～ 平成25年3月8日（金）の平日 

(12月31日及び1月2日～4日を除く） 

12月10日（月）～ 12月28日（金） 16:00～21:00 

1月 7日（月）～  3月 1日（金）  8:00～21:00 

3月 4日（月）～  3月 8日（金） 16:00～21:00 

※冬季の北海道は、夜間も電力需要が高い水準であるため、上記時間帯以外も可能な範囲

での節電を要請する。 

 

ⅲ 基準電力 

平成2 年度（ⅱの節電期間）における使用最大電力の値（kW）等を基準の目安とする。 

 

 



- 28 - 

 

ⅳ 留意事項 

ア）病院や鉄道等のライフライン機能や国の安全保障上極めて重要な施設の機能の維持に

支障が出る場合については、機能維持への支障が生じない範囲で自主的な目標を設定し、

節電を行うよう要請する。 

 

イ）電源脱落がない平時においては、予備率3％以上を確保できる見通しであることを踏

まえ、生産活動等（農業、観光等を含む。）について、実質的な影響が生じない範囲で

自主的な目標を設定し、節電を行う。 

但し、需給ひっ迫時（予備率が3％を下回る見通しとなった時）においては、数値目

標（平成22年度比▲7％以上）通りの節電を要請する。 

ウ）被災地や高齢者等の弱者に対して、無理な節電を要請することのないよう、配慮を行

う。 

エ）管内における複数の事業所が共同して節電目標を設定し、取り組むことも可能とする。 

 

②計画停電回避緊急調整プログラム 

計画停電を含む停電を回避するため、「①数値目標付の節電要請」に加え、北海道電力は

「計画停電回避緊急調整プログラム」を準備し、大規模な電源脱落等による需給ひっ迫時に

これを発動する。 

計画停電回避緊急調整プログラムの目標値は、過去最大級の電源脱落（137万kW）が発生

する場合でも、「①数値目標付の節電要請」と相まって、予備率3％以上を確保できるよう

設定する。国、北海道庁及び北海道電力は、北海道電力管内の需要家に対し、計画停電回避

緊急調整プログラムの締結を要請する。北海道電力は、計画停電回避緊急調整プログラムの

契約状況を公表する。 

 

ⅰ 期間 

平成24年12月10日（月）～平成25年3月22日（金）（全日） 

 

ⅱ 対象 

北海道内の全ての大口需要家（契約電力が500kW以上）に要請する。 

 

ⅲ 目標値 

実効ベースで33万kW以上の需要削減量を確保する。 

 

③さらなる需給ひっ迫時に備えた対策（緊急時ネガワット入札等） 

過去最大級を上回る電源脱落の発生に備え、①及び②に加え、北海道電力は、②では対応

できない大規模な電源脱落時の電力需要の削減のため、緊急時ネガワット入札等の仕組みを

整備する。 

 

①～③の多重的な対策を講ずることにより、過去最大級又はそれを上回る電源脱落に対し

て備え、計画停電を含む停電を回避する。 

 

（３）情報提供等 

①政府は、事業者及び家庭向けに具体的な節電メニューを提示する。その際、今冬の北海道は、

夜間も電力需要が高い水準であるという特性を踏まえ、ピークシフトを伴わないピークカット

による節電を要請するものであることを明確にする。 

 

②電力会社は、電力需給状況や予想電力需要についての情報発信を自ら行うとともに、民間事業

者等（携帯事業者やインターネット事業者等）への情報提供を積極的に行う。 

 

③電力需給のひっ迫が予想される場合には、需給調整契約の最大限の活用による大口需要家等へ

の需要抑制を行うとともに、政府から「需給ひっ迫警報」を発出し、一層の節電を要請する。    


